
調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（３）①

2

3

4 Ⅵ-(3)
ｐ-37
ｐ-36
ｐ-39

5
1.削減目

標
P.1

6
1.削減目

標
P.1

7
5.その他

の取組・特
記事項

P.2

8

Ⅰ(3)②
各企業の
目標水準
及び実績

値

P.3

9

Ⅰ(4)①
2020年度
に向けた
カバー率
向上の見

通し

P.4

10

Ⅰ(4)②
2014年以
降の具体
的な取組

P.4

日
本
新
聞
協
会

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
専
門
委
員
会

（４） カバー率向上の取組

・カバー率向上に向けた取り組みを示してほしい。
・設定根拠が、現状維持とするでは、根拠にならな
い。具体的に説明してほしい。カバー率を上げる努
力はしないのか。

カバー率向上の難しさは報告書に記載の通り。「現状
維持」は環境省の助言を受けて記載した

カバー率向上の課題は、①基準年・2005年から10
年分、②管理部門の人員、としている。①について
は、原則としつつ新たに参加する新聞社が把握でき
る直近年からの推計値を認めるなどの柔軟な対応
が必要ではないか（併記参考値扱いする）、②協会
本部のサポートにより解決できないか。
東京都の制度でも同様なケースがあり、東京法人
連合会が中小企業会員の地球温暖化報告書作成
をサポートし、温暖化対策の推進に成果を上げてい
る。

・CO2排出量やCO2排出原単位による目標も設定
できないか。
・温室効果ガス削減を目標としたものであるので、
エネルギーだけでなく温室効果ガス削減について
の目標も設定することが必要ではないか。

「その他の取組・特記事項」に関して、別紙６－２に
示されている具体化されている取組と、長期的に必
要とされている取組を分けて示して欲しい。

Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率
（３） 計画参加企業・事業所

各企業の目標水準及び実績値において、別紙２が
記載されていない。本様式は、FU専門委員会の目
的である「低炭素社会実行計画の評価・検証」を行
うために定められていると認識しており、未記載は
FUの趣旨に反することと考える。少なくとも、本委員
会には情報提供を行い、公表が難しい情報というこ
とであれば非公表の理由を説明し、その理由は公
表する必要があると考える。

パリ協定では、5年毎に目標の見直し（前の期よりも
進展させた目標を掲げたこと）が示されたが、これ
に関してどのように取り組もうとされているのか。

パリ協定は採択されたばかり。その後、対策を検討す
る場を設けていない

家庭部門の取組が記述されていないが、我が国の
削減目標を達成するためには、家庭部門でのＣＯ2
削減の取組も重要であり、従業員家庭に向け環境
家計簿を始め削減行動についての周知などに積極
的に取り組んでいただきたい。

自主行動計画の対象範囲は各業界に委ねられている
と理解している。

表紙

設定根拠のその他に関して、2011年度は目標（13%
削減）よりも削減されている（17%）ので、目標は不十
分ではないか？

平成２７年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（日本新聞協会）

NO. 指 摘 回 答

業
種
横
断
事
項

本社等オフィス（業務部門）における取組について、
目標策定に至っていない。環境対策の推進をつか
さどる管理部門の対策を充実させるべき。

約束草案で2030年目標が示されているが、これに
向けて各業界の具体的な動きをお聞かせいただき
たい。

2030年目標は検討中

参考資料１
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

11

Ⅰ(4)②
2014年以
降の具体
的な取組

P.4

12
Ⅱ.(1)①

P.1,5

13

Ⅱ.(1)②
【2020年の
生産活動
量の見通
し及び設
定根拠】

P.5

14

Ⅱ.(1)③
【目標水準
の設定の
理由、自ら
行いうる最
大限の水
準であるこ
との説明】

P.７

15

Ⅱ.(1)③
【目標水準
の設定の
理由、自ら
行いうる最
大限の水
準であるこ
との説明】

P.７

16 Ⅱ(1)③ P.7、8

17

Ⅱ.(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

P.9

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
専
門
委
員
会

日
本
新
聞
協
会

今後の目標見直しの条件として、「政府の2020年目
標が見直しされることもひとつの要因」としている。
政府は2030年の目標を決定した。これまでの削減
実績と今後の設備改修の計画等を踏まえて、目標
水準の見直し（引上げ）をお願いする。

BATリストに記載がないが、例えば普及型から最新
鋭の印刷機へ置き換えた場合のエネルギー消費効
率の改善ポテンシャルのような参照情報はないか。

・貴会ではWEBサイト上で公表している「新聞の発
行部数と世帯数の推移」の統計をはじめ、新聞に関
する様々なデータ・知見をお持ちと考えられる。特に
本報告書「Ⅱ（２）④ 【生産活動量】」の考察におい
て、「生産活動量（部数）は基準年から2014年度ま
で年率1.6％程度減少」と報告をいただいている。こ
のような傾向を踏まえ、2020年度の生産活動量を
推計し、示していただきたい。

過去の推移から算出可能かどうかという問題ではな
く、業界慣行として将来予測はしていないという意味で
ある。新聞は単なる消費財ではないというのが業界共
通の理解である。国の内外で日々起きる広範なニュー
スや情報を正確に報道し、多様な意見・論評を広くあま
ねく国民に提供するという民主的、公共的役割を果た
すことが新聞の第一義的な価値である。

『数値目標を見直す場合どのような根拠によるのか
苦慮』とあるが、例えば、web版への需要家の移行
拡大などは、目標見直しのきっかけとはならない
か：【関連質問】16頁の発行部数にはweb購読件数
は含まないという解釈でよいか。

情報提供の媒体が紙であるかインターネットであるか
という以前に、国民にあまねく情報伝達することが新聞
の使命。「環境負荷低減のために電子媒体を増やす
（紙を減らす）」といった考え方はとっていないし、紙と
電子媒体の関係は、一方の需要が増えればもう一方
が減るというものでもない。
生活者の変化に応じて、新聞各社では各種電子新聞
サービスも始めている。しかし、新聞協会加盟の新聞
社は全国紙から地方紙まであり、規模や読者層も大き
く異なり、経営戦略も一様ではない。紙の新聞と電子
新聞のそれぞれの動向や推移を平均的に述べること
が難しい

目標設定の水準において、震災後の基準年度比
17％減を維持、さらには少しでも下回ることが最大
限の数値目標であるとしている。しかしながら、【別
紙6】今後取り組む予定の対策に記載されている通
り、設備の老朽化に伴って計画的に設備改修が行
われる予定である。従って、今後も着実にエネル
ギー使用量の削減が進むことから、目標水準の引
き上げが可能である。水準引き上げができない場
合は、明確な理由をご教示願いたい。

『回答社のカバー率は約７割。ただ、部数でみたカ
バー率は９割超』とは、計画参加企業のエネルギー
消費量／部数（活動量）が非参加企業に比べ少な
い（効率的である）という解釈でよいか。

非参加企業のエネルギー消費事情は把握していない
ので分からない

Ⅱ．国内の企業活動における2020年の削減目標
（１） 削減目標

削減目標と、その根拠の説明に矛盾はないか。根
拠から言えば、削減率は、１７％以上でなければい
けないのではないか。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

18

Ⅱ.(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

P.9

19

Ⅱ.(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

ｐ-9
別紙6,7

20

Ⅱ.(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

P.9,10

21

Ⅱ.(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

P.9,10

22

Ⅱ.(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

P.9,10

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
専
門
委
員
会

日
本
新
聞
協
会

今できる現実的な取組としては、設備の高効率化
に加えて、運用改善がある。業界内各社の主要設
備の運用対策の実施状況には、高低のバラつきが
あると思われる。実施状況が高い企業、いわゆる
トップレベルの企業を目指して取組を進めていって
いただきたい。
本項・運用関連に、「導入を想定しているBAT、ベス
トプラクティスの削減見込量、算定根拠」を記載する
ことになっているが、記載が十分でない。今後、業
界として主要設備の運用対策をリスト化し、実施率
を進捗管理し、業界全体の取組みの底上げを図っ
ていっていただきたい。来年度から、会員となる各
社の取組状況を把握し、報告をお願いする。
東京都の大規模事業所の実績から、以下の対策の
実施率が高いので参考にされたい。
・蒸気弁・フランジ部の断熱
・燃焼機器の空気比の管理（省エネ法判断基準・基準空気比）
・冷凍機の冷却水温度設定値の調整
・熱源機器の冷温水出口温度の負荷に応じた調整
・バルブの開度調整・インバータ付は原則100%開度
・空調開始時の熱源起動時間の適正化
・室使用開始時の空調起動時間の適正化
・ファンの間欠運転の実施
・照度条件の緩和、使用場所に応じた照度の調整
・空調機・ファンコイルユニット等のフィルター洗浄

・導入想定の対策を必ず記載いただきたい。P10に
は各種対策を記載いただいているが、現時点で想
定できるBATを抽出して削減見込量などの定量情
報とともに記載していただきたい。
・種々の削減対策が実施され、また、今後の取組も
予定されているので、協会として、それらの対策メ
ニューのなかからＢＡＴとしての取組を考えてもらえ
ないか。

BAT、ベストプラクティスの導入は、会員社が個別に判
断することで、業界としての判断、定量的な把握はして
いない

各業界においてBATの最大限の導入は推進すべき
であるが、新しい技術はコストの問題があり簡単に
は導入できないことから、中長期的な観点として期
待する。当協会の主要設備（例えば輪転機）に関し
て、今後BATの検討を進め、来年度に計画的な導
入に向けて説明をお願いする。

輪転機の更新などは各新聞社が経営問題として判断
することで、当協会が指示する事柄ではない。

今できる現実的な取組としては、設備の高効率化
や運用改善である。一般的に設備は老朽化に伴っ
て定期的に更新されるものであるが、その際に効率
の高いものを導入することが重要である。エアコン
など一部の設備にはトップランナー基準があり、当
然それを満足する必要があるが、熱源、空調機、照
明など多くの設備にはトップランナー基準がない。
都内の大規模事業所においてターボ冷凍機の実績
をみると、高効率の導入割合は半数程度にとどまっ
ている。協会として、今後、主要設備（熱源、空調
機、照明など）について高効率の基準を設けるな
ど、導入の促進に取組んでいただきたい。例えば、
LED照明の場合、１２０lm/W以上など。来年度、取
組の報告をお願いする。

高効率設備の導入は各新聞社が経営問題として判断
することで、当協会が指示する事柄ではない。

別紙6に記載いただいた各社取組から、設備関連で
BATと考えられる対策、運用関連でベストプラクティ
スと考えられる対策を抜粋し、記入できる範囲（概
要と普及率など）で回答していただきたい。

BAT、ベストプラクティスの導入は、会員社が個別に判
断することで、業界としての判断、定量的な把握はして
いない
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

23

Ⅱ(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

P.10

24

Ⅱ(1)③
【導入を想
定している
ＢＡＴ、ベ
ストプラク
ティスの削

減見込
量、算定
根拠】

P.10

25
Ⅱ.(2)①

実績の総
括表

P.13,15

26

Ⅱ.(2)①
【2020年実
績評価に
利用予定
の排出係
数の出典
に関する

情報】

P.14

27

Ⅱ.(2)①
（過去のト
レンドを踏
まえた当
該年度の
実績値に
ついての

考察）

P.17

28

Ⅱ.(2)①
（過去のト
レンドを踏
まえた当
該年度の
実績値に
ついての

考察）

P.17

29

Ⅱ.(2)④
（過去のト
レンドを踏
まえた当
該年度の
実績値に
ついての

考察）

P.18

日
本
新
聞
協
会

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
専
門
委
員
会

一般的には生産活動量が減少すると、エネルギー
原単位は悪化するが、本業界では大きく改善してい
る。相当の省エネが進んだ証であろうが、より詳しく
原因を分析するべき。

（２） 実績概要

・既に目標を大幅に超過して達成されているのは、
素晴らしいと評価できる。目標ではないが、原単位
についても基準年、前年よりも改善している。更なる
進展のためにも目標の深掘りを期待する。
・すでに基準年度比26.1％を達成しており、目標水
準の引き上げを検討してほしい。

排出係数の設定の根拠が説明になっていないので
はないか。

2013年度以降の自主行動計画はエネルギー消費量
（原油換算）を数値目標の指標としている。ＣＯ２換算
は当協会の自主行動計画の数値目標指標ではないの
で、記入方法を環境省に相談した。

新聞発行部数(生産活動量)の減少がエネルギー消
費量にどう影響するかを示してほしい。

情報提供の媒体が紙であるかインターネットであるか
という以前に、国民にあまねく情報伝達することが新聞
の使命。「環境負荷低減のために電子媒体を増やす
（紙を減らす）」といった考え方はとっていないし、紙と
電子媒体の関係は、一方の需要が増えればもう一方
が減るというものでもない。
生活者の変化に応じて、新聞各社では各種電子新聞
サービスも始めている。しかし、新聞協会加盟の新聞
社は全国紙から地方紙まであり、規模や読者層も大き
く異なり、経営戦略も一様ではない。紙の新聞と電子
新聞のそれぞれの動向や推移を平均的に述べること
が難しい

紙の部数だけでなく、インターネットによる登録数は
どのようになっているのか。

エネルギー消費量及びCO2排出量削減の取組状
況について、会員に対して年1回定期的にアンケー
ト調査している。協会全体の実施状況を把握、向上
させる姿勢が感じられ、高く評価する。実施率100%
を目指して、さらなる取組の推進をお願いする。

評価いただき、感謝する

アンケート結果について、計画に参加されている社
と計画に参加されていない社を分けて示して欲し
い。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

30

Ⅱ.(2)④
（過去のト
レンドを踏
まえた当
該年度の
実績値に
ついての

考察）

P.20

31
Ⅱ.(2)④

（要因分析
の説明）

P.21

32
Ⅱ.(2)⑥

以降
P.23以降

33

Ⅱ.(2)⑥実
施した対
策、投資
額と削減
効果の考

察

P.23

34

Ⅱ.(2)⑥実
施した対
策、投資
額と削減
効果の考

察

P.23

35

Ⅱ.(2)⑦当
年度の想
定した水
準（見通
し）と実績
との比較・
分析結果
及び自己

評価

P.24

36

Ⅱ.(2)⑦当
年度の想
定した水
準（見通
し）と実績
との比較・
分析結果
及び自己

評価

P.24

37
Ⅱ.(2)⑧

次年度の
見通し

P.25

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
専
門
委
員
会

日
本
新
聞
協
会

見通しを設定していない理由として「新聞協会では
将来の生産活動量について予測値は出していな
い」ことを挙げているが、過去の推移から算定可能
と考えられる。当年度の想定した水準を算出した上
で、想定比を算出いただきたい。

過去の推移から算出可能かどうかという問題ではな
く、業界慣行として将来予測はしていないという意味で
ある。新聞は単なる消費財ではないというのが業界共
通の理解である。国の内外で日々起きる広範なニュー
スや情報を正確に報道し、多様な意見・論評を広くあま
ねく国民に提供するという民主的、公共的役割を果た
すことが新聞の第一義的な価値である。

見通しを設定していない理由として「新聞協会では
将来の生産活動量について予測値は出していな
い」ことを挙げられているが、過去の推移から算定
可能と考えられる。当年度の想定した水準を算出し
た上で、想定比を算出いただきたい。

過去の推移から算出可能かどうかという問題ではな
く、業界慣行として将来予測はしていないという意味で
ある。新聞は単なる消費財ではないというのが業界共
通の理解である。国の内外で日々起きる広範なニュー
スや情報を正確に報道し、多様な意見・論評を広くあま
ねく国民に提供するという民主的、公共的役割を果た
すことが新聞の第一義的な価値である。

ほとんどの項目で空欄となっているが、必要のない
項目としているのか、検討していないため空欄なの
か、検討したいが理由があり検討していないのかを
明確にしていただきたい。

これまで実施した対策・投資額と削減効果、今後取
り組む予定の対策について、【別紙6-1、別紙6-2】
に各社ごとに整理されている。「低炭素社会実行計
画の評価・検証」を行う上で有効な情報である。取り
まとめ役の事務局の行動力を高く評価する。
投資額、削減効果が具体的に示されているのは、
同業他社、他の業界にも参考になるので、今後も継
続して示してほしい。

評価いただき、感謝する

【別紙6-2】のこうした取組による削減ポテンシャル
はどれくらいと見込んでいるのか。

今後、研究したい。

見通しを設定していない理由として、「新聞協会で
は将来の生産活動量について予測値を出していな
い」とある。将来の生産活動量について予測値を算
出するよう努めていただきたいが、難しいということ
であれば、直近年の実績を将来の生産活動量とし
て、想定比の算出を検討願いたい。

環境自主行動計画だけのために、将来の生産活動量
を提示することはできない。

「過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値につ
いての考察」だが、状況説明になっており、考察に
なっていない。なぜ、原単位が上がるのかを説明し
ていただきたい。

省エネ努力分について、可能性であれば対策ごと
の評価についても行っていただきたい。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

38

Ⅱ.(2)⑨
（既に進捗
率が90%を
上回って

いる場合、
目標見直
しの検討

状況）

P.26

39

Ⅱ.(2)⑩ ク
レジット等
の活用実
績・予定と
具体的事

例

P.27

40

Ⅱ.(3)② エ
ネルギー
消費量、Ｃ
Ｏ２排出量
等の実績

P.28

41
Ⅱ(3)①②

③
P.28,29

42

Ⅱ.(4)①
運輸部門
における
排出削減

目標

P.30

43

Ⅱ.(4)①
運輸部門
における
排出削減

目標

ｐ-30
ｐ-10

44

Ⅲ.(1)
低炭素・
サービス
等の概

要、削減
見込み量
及び算定

根拠

P.32

日
本
新
聞
協
会

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
専
門
委
員
会

（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

新聞は多くの方が目にする媒体なので、積極的に
低炭素に向けた働きかけを行っていただきたい。

報告書記載の通り、「環境啓発記事・広告の掲載」「環
境関連イベントの主催・共催・協賛」を自主行動計画に
掲げている。

（２） 2014年度の取組実績
（３） 2015年度以降の取組予定

（４） 運輸部門における取組

（４）について、新聞輸送は新聞社本体の取組では
ないということであるが、荷主として働きかけを行う
ことができるのではないか。31ページにも記載され
ているが、どのような取組が期待できるのかを明確
にしていただきたい。

新聞輸送は新聞社本体の取組ではないと記載され
ているが、アンケート調査結果では、車両における
ハード・ソフト面の取組に、新聞輸送車両への低公
害車の導入、輸送ルートの見直し、共同輸送の推
進などの回答がおおむね半数の新聞社からなされ
ていることから、新聞輸送についてもその他の取組
ではなく、計画に位置付けられないのか。

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献

未記載のため、当該項目もご記入いただきたい。 記載事項がない場合は記入していない

（３） 本社等オフィスにおける取組

Ⅱ（１）③においてアンケートの調査結果を記載いた
だいているので、この調査結果をエクセル「業界向
けデータシート（H27）」の「入力（業務）」シートに反
映させ、本項目の実績表に値を記入いただきたい。
また、来年度からは「入力（業務）」シートを活用した
調査も実施し、算定を試みていただきたい。

次年度以降、可能かどうか検討する

本社等オフィスにおける取組は、未記載となってい
る。一般的に工場と比較し、オフィスなどの業務系
の取組が遅れている。今後、エネルギー使用量や
省エネの取組状況について把握し、本項の記載を
お願いする。

指摘事項は承知している。ただ個々の新聞社のエネル
ギー事情（工場とオフィスの消費量比率）や部門ごとの
削減率は現在でも把握していない。現行自主行動計画
は基準年が2005年度なので、溯って消費量データを把
握することは難しい。

2014年度のエネルギー原単位に、基準年度の販売
部数を乗じると、ほぼ2020年度目標のエネルギー
消費量になる。一般的には生産活動量が増加する
とエネルギー原単位は改善するので、販売部数の
Ｖ字回復を想定しても、目標のエネルギー消費量を
下回ると予想される。目標を見直しても良いのでは
ないか。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

45

Ⅴ.(3）
2014年度
の取組実

績

P.34

（４） 2015年度以降の取組予定
Ⅵ．その他の取組
（１）低炭素社会実行計画（2030年目標）
（２） 情報発信
（３） 家庭部門（環境家計簿等）、その他の取組
（４） 検証の実施状況

（３） 2015年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠
（２） 技術ロードマップ
（３） 2014年度の取組実績

（３）について、こうした取組をすべての社において
実現することで、エネルギー削減量、ＣＯ２削減量を
推計することは可能ではないか。

Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠
（２） 2014年度の取組実績
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（３）①

2

3

4 Ⅵ-(3)
ｐ-37
ｐ-36
ｐ-39

5
1.削減目

標
P.1

6

Ⅰ（２）
業界全体
に占める
カバー率

P.2

平成２７年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（全国産業廃棄物連合会）

NO. 指 摘 回 答

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
専
門
委
員
会

業
種
横
断
事
項

本社等オフィス（業務部門）における取組について、
目標策定に至っていない。環境対策の推進をつか
さどる管理部門の対策を充実させるべき。

　会員には他業種を兼業した事業者が多く含まれ、企
業の規模、兼業業種、産廃事業の割合が様々である。
　まずは、これらの様々な企業から排出される産業廃
棄物に由来するGHGの量を把握し、削減することが重
要であると考える。
　会員企業について、廃棄物処理に関係するエネル
ギー消費量を把握し、数値目標を策定することが望ま
しいが、廃棄物処理に関係するエネルギー消費のみを
正確に把握することは多くの企業において現実的に困
難である。
　これまで、アンケートによる実態調査結果に基づいて
廃棄物処理に関係するエネルギー起源CO2排出量を
算定しているが、エネルギー消費のうち廃棄物処理関
連分が不明な会員も多く、数値目標と結びつけること
については検討が必要である。
　当面は、各会員企業に対して削減対策の普及に努め
ると共に、普及状況を把握していくことが適切と考える
が、今後、状況に応じて目標の策定等についても検討
する予定である。

約束草案で2030年目標が示されているが、これに
向けて各業界の具体的な動きをお聞かせいただき
たい。

　超長期に渡る対策については、投資の回収期間も超
長期に渡るため、より業界の実情を踏まえた計画策定
が必要であると考えている。
　このため、2030年度の目標については、国等からの
十分な支援の下、2020年度における目標と同程度以
上とするものとし、具体的な目標値については、低炭
素化に向けた取組の現状と見通しを踏まえ、今後検討
することとしている。

パリ協定では、5年毎に目標の見直し（前の期よりも
進展させた目標を掲げたこと）が示されたが、これ
に関してどのように取り組もうとされているのか。

　パリ協定について、国の方針に沿って、フォローアッ
プを着実に実施し、排出抑制に向けて可能な限り努力
していく。

家庭部門の取組が記述されていないが、我が国の
削減目標を達成するためには、家庭部門でのＣＯ2
削減の取組も重要であり、従業員家庭に向け環境
家計簿を始め削減行動についての周知などに積極
的に取り組んでいただきたい。

　産業廃棄物処理業に関する事項を中心として低炭素
社会実行計画を策定しているが、ご指摘頂いた内容に
ついても重要であると認識している。
　しかし、第一義的には、処理事業における排出削減
に取り組みたい。
　今後、従業員家庭に向けた削減行動についても、具
体的な事例（運搬車両のドライバーだけではなく「全従
業員」を対象としたエコドライブ研修の実施等）の周知
等、可能限り努力して行きたい。

全
国
産
業
廃
棄
物
連
合
会

表紙

電力排出係数について、業務部門における活動を
行う際に電力が消費されていると思われるが、こう
した活動も加えていただきたい（p.4に困難な点が示
されてはいるが、p.24では業務部門のエネルギー消
費等が明記されている）。

１の回答と同じ

Ⅰ．業界の概要
（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率

参加企業だが、以前からお願いしているが、個別企
業としての参加意識を高めるため、協会会員の参
加ではなく、個別企業による参加と言う形態になら
ないか。

　中小零細企業が多いことなどから個別企業による参
加という形態ではなく、業界一体となって取り組んでい
くことが重要と考えている。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

7

Ⅰ（２）
業界全体
に占める
カバー率

P.2

8

Ⅰ（２）
業界全体
に占める
カバー率

P.2

9

Ⅰ（３）①
低炭素社
会実行計
画参加企
業リスト

P.2

10

Ⅰ（３）②
各企業の
目標水準
及び実績

値

P.2

11

Ⅰ（４）①
2020年度
に向けた
カバー率
向上の見

通し

P.2-3

12

Ⅰ（４）①
2020年度
に向けた
カバー率
向上の見

通し

P.3

13
Ⅱ（１）①

目標
【その他】

P.4

14

Ⅱ（１）③
目標指標
選択、目
標水準設
定の理由
とその妥

当性

P.７

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
専
門
委
員
会

全
国
産
業
廃
棄
物
連
合
会

カバー率向上のため、全産連への加入を促進して
ほしい。

　現在のカバー率は中間処理業が約51%、最終処分業
が約69%となっている。
　各都道府県協会への加入は、企業の意志によるもの
であり加入促進は容易ではないが、連合会にて実施し
ている実態調査及び各都道府県協会を通じた情報提
供等を行い、温暖化対策への協力を含め、カバー率の
向上に努めて行きたい。

団体企業売上規模、参加企業売上規模を不明とし
ているが、売上規模の集計が困難な場合、産業廃
棄物処理量（業界団体全体の取扱量、低炭素社会
実行計画参加企業の取扱量）で規模を提示するこ
とを検討いただきたい。

　産廃処理は最終処分までに複数の処理業者が関係
することが多いことから、各事業者の産廃処理量の合
計は、産廃の排出量と対応しない。また産廃の種類に
より処理方法は全く異なる。したがって、処理量で規模
を提示することは適当でないと考えられる。

（３） 計画参加企業・事業所

カバー率を100％としているが、貴会の場合P2に提
示いただいた業種別のカバー率の変遷を記載いた
だく方が実態をより正確に表していると考えられる。
次年度以降は業種別のカバー率の変遷を記載いた
だきたい。

　カバー率100%は実行計画が連合会全体としての取り
組みであることを示すものであるが、カバー率の記載
方法については検討する。

Ⅱ．国内の企業活動における2020年の削減目標
（１） 削減目標

目標の評価対象外としている「業務部門におけるエ
ネルギー使用に伴うGHGの排出」について、定義が
曖昧であるため、P24記載の通り「本社等オフィス及
び産業廃棄物処理施設におけるエネルギー使用に
伴うGHGの排出」との補足をこちらにも明記いただ
きたい。

　ご指摘頂いた内容に修正する。

【別紙1】参加者リストには、以下の①②に該当する
企業・事業所名とCO2算定排出量を記載いただき
たい。
①全ての事業所の原油換算エネルギー使用量合
計が1,500kl/年以上となる事業者（省エネ法の特定
事業者）
②原油換算エネルギー使用量が1,500kl/年以上と
なる事業所（省エネ法のエネルギー管理指定工場
等）

　地球温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス排出
量算定・報告・公表制度による平成24（2012）年度温室
効果ガス排出量を報告した会員企業を記載した。

各企業の目標水準及び実績値において、別紙２が
記載されていない。FU専門委員会の目的である「低
炭素社会実行計画の評価・検証」を行うため、記載
をお願いする。

　中小零細企業が多いことなどから個別企業による参
加という形態ではなく、業界一体となって取り組んで行
きたいと考えているため、企業毎に目標水準を策定す
ることは行っていない。
　当連合会全体としては、目標値を設定し、毎年度、実
態調査を実施して温室効果ガス排出量を把握してい
る。また、調査結果を各都道府県の産業廃棄物協会と
共有している。

（４） カバー率向上の取組

p.2(2)の表で示されているカバー率とp.3(4)で示され
ているカバー率は定義が異なると思われるので、混
乱の内容に表記を工夫していただきたい。

　当連合会におけるカバー率と当連合会の業界におけ
るカバー率の違いであるが、表記方法を検討する。

「主要なＧＨＧ発生源となる産業廃棄物の焼却量は
緩やかに増加、埋立量は横ばいか微増、収集運搬
に伴う燃料消費量は緩やかに増加する見通し」との
ことであるが、2020年度の見通しを数値でお示しい
ただきたい。

　2012年度から2020年度までの年間平均伸び率につ
いて、マクロフレーム慎重ケースでは、廃油焼却量が
0.6%、廃プラスチック類焼却量は0.3%、下水汚泥埋立量
が0.6%、製造業有機性汚泥埋立量が0.0%、収集運搬燃
料使用量が1.2%と予測している。
　マクロフレーム成長ケースでは、廃油焼却量が1.3%、
廃プラスチック類焼却量は1.2%、下水汚泥埋立量が
0.6%、製造業有機性汚泥埋立量が0.4%、収集運搬燃料
使用量が1.5%と予測している。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

15

Ⅱ（１）③
 【導入を
想定して
いるＢＡ
Ｔ、ベスト
プラクティ
スの削減
見込量、

算定根拠】

P.8

16

Ⅱ（１）③
 【導入を
想定して
いるＢＡ
Ｔ、ベスト
プラクティ
スの削減
見込量、

算定根拠】

P.8

17
Ⅱ（２）①
実績の総

括表
P.10

18

Ⅱ（２）②
2014年度
における
実績概要

P.11

19

Ⅱ（２）③
2014年度
における
実績概要

P.12

20

Ⅱ（２）③
2014年度
における
実績概要

P.12

21

Ⅱ（２）④
生産活動
量、エネル
ギー消費
量・原単

位、CO2排
出量・原単
位の実績

P.13

22

Ⅱ（２）④
【エネル
ギー消費
量、エネル
ギー原単

位】

P.14

中
環
審
低
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貴連合会の会員企業において、新技術の導入を進
めており評価する。今後も引き続き、導入の促進を
お願いする。また、このような優良事例は、貴連合
会の会員企業に普及させていくため、どのような取
組を行っているのか。

　本委員会資料の公表や対策事例集への掲載等によ
り、各都道府県協会への情報提供等を行っている。
　また、技術導入に利用可能な補助金制度等を紹介し
てきている。

「当連合会では、個別のBATについて特に推進する
ということはなく」とあるが、個別のBATとしてどのよ
うな技術が適用可能なのかをお示しいただきたい。

　P8に記載しているような採択事例などに含まれる廃
棄物発電・熱供給、バイオマス燃料製造事業の他、選
別装置の導入などが考えられる。
　しかし、産業廃棄物の処理は、処理プラントや収集運
搬車の導入を行うことなどで対応しているため、主体的
に技術開発を実施する事は、困難な状況がある。
　企業の裾野が広いことなども含め、個別のBATのみ
について特に推進するということはなく、中小零細企業
も含めた在来の技術の普及率向上や地道な設備等の
改善を推し進めたいと考えている。

（２） 実績概要

将来の産廃排出量について、p.9で予測されたとあ
るので、その見通しを示していただきたい。

以下の項目すべてについてであるが、アンケート結
果を全体に引き伸ばしているが、環境行動に付い
ては、アンケート回答企業と、非回答企業では、大
きな差があると考える。それを回答結果を全体に引
き伸ばすのは、不自然ではないか。
集計方法を再検討すべきだと思う。
報告内容にも、全体に引き伸ばしたものと、回答企
業だけに限定した集計とが混在しているように思え
る。

　ご指摘の点については、そのとおりであるが、回答し
ていない企業については環境行動の実施率を把握す
る手段がないので、回答企業での実施率をそのまま記
載している。経年変化を把握することが重要と考えて
いる。
　結果を全体に引き延ばす拡大推計は行っていない。

産業廃棄物の排出量が減少傾向にある一方で、収
集運搬における燃料使用量が2009年度以降増加し
ている。この要因についてご説明いただきたい。

　産業廃棄物の県外移動量が長期的に増加傾向にあ
ることから、収集運搬の距離が長くなっている可能性
はあるが、具体的な要因については、把握しきれてい
ない。

2012年度までに協力いただいた事業所以外に、あらた
に参加する事業所もございます。あらたに参加いただ
いた事業所には、これまでの取り組みを参考にしてい
ただいているため、同様の取り組みを記載させていた
だいております

ここでもCO2は、CO2のみを対象としたものか、他の
GHGについてもCO2換算したものか、明記していた
だきたい。

　ご指摘頂いた内容を基に修正する。

『収集運搬業専業の会員については抽出調査とし
た』について、具体的なアンケート配付数／回収数
を公表可能であれば記載いただきたい。また、アン
ケート配付数を検討する際の判断基準は何か。

　回答率については、資料に追記する。
　アンケート配布数の検討は、各都道府県協会事業へ
の参画意識、企業の規模や地域等も考慮し、各都道
府県協会にて抽出頂いた約20社の積み上げを基本と
し、これまで継続的に回答頂いている回答数なども含
め、決定している。

アンケート回収率等とエネルギー消費量や廃棄物
処理量との関係について、回収率の変動等に関す
る何らかの調整を行っているか？

　本年度の調査に回答した会員について、過年度の排
出実績を過去の調査回答から推計することにより排出
量の経年推移を推計している。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

23

Ⅱ（２）④
【要因分

析】
(CO2排出

量）

P.17

24
Ⅱ（２）④

(要因分析
の説明）

P.17

25

Ⅱ（２）⑥
実施した
対策、投
資額と削
減効果の

考察

P.18

26
Ⅱ（２）⑤
国際的な
比較・分析

P.18、23

27
Ⅱ（２）⑥

（取組実績
の考察）

P.19

28

Ⅱ（２）⑥
【2015年度
以降の取
組予定】

P.20

29

Ⅱ（２）⑥
【2015年度
以降の取
組予定】

P.20

30

Ⅱ（２）⑦
（自己評価
及び要因
の説明、
見通しを
設定しな
い場合は
その理由）

P.21

31

Ⅱ（２）⑦
（自己評価
及び要因
の説明、
見通しを
設定しな
い場合は
その理由）

P.21

（CO2排出量）で、＊に、「CO2排出の算定対象につ
いて」とあるが、この「算定対象」とはどのような意味
か。

　焼却に伴うCO2がGHG排出量として計上される化石
燃料由来の産業廃棄物の焼却量の意味である。

インベントリにフロン類の破壊もカウントすべきでは
ないか。

　日本国のインベントリについては、環境省に委ねられ
ると認識している。
　なお、当連合会の低炭素社会実行計画におけるフロ
ン類の削減効果について、現在は、会員企業によるフ
ロン類の破壊量は調査していない。
　今後、具体的な破壊量の把握等を検討して行きた
い。

『「産業廃棄物処理業の地球温暖化対策事例集（省
エネルギー対策編）」を公開し』とあるが、本資料は
広く公開されるものであるため、本資料中に公開資
料の参照情報（webアドレス、等）に記載してはいか
がか。

　ご指摘頂いた内容に修正する。

景気の動向を気にしておられるが、取り扱った廃棄
物の量との関係で原単位を目標にすることは検討
できないか。

　廃棄物部門に該当する温室効果ガス排出を伴わな
い処理（汚泥の脱水による減量化やがれき類の建設
資材化等）を受ける産業廃棄物が相当量あること、
　GHG排出量の大部分を占める焼却処理に伴うGHG
排出量は、産廃種類毎に処分量に排出係数を乗じるこ
とで算定されることなどから、原単位を目標とすること
は評価に適していないと考えている。
　収集運搬業については、適切な活動量を定義するこ
とが困難であることからこれまで算定していないが、実
態調査において収集運搬車両の合計走行距離を尋ね
ることを始めており、原単位に類する目標の設定を今
後検討していきたい。

中
環
審
低
炭
素
社
会
実
行
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
専
門
委
員
会

全
国
産
業
廃
棄
物
連
合
会

廃プラスチック類の焼却が増えているとのことです
が、その理由は何か。

　増加要因としては、社会情勢の変動に伴う処理量の
変動の影響を強く受けていることなどが考えられる。
　ただし、日本全体の統計値では排出量は横ばいであ
ることから、会員企業への集中が進んでいることも考え
られる。

GHG排出量削減を目的とした設備投資等の投資
額、それによる年度当たりのCO2削減量、設備等の
使用期間を整理して記載いただきたい。

　実態調査による対策の実施率の把握は行っている
が、投資額などは、これまで個別の事例として把握して
おり、合計などは把握していない。

国際的な比較は行っていないということであるが、
特に途上国では、廃棄物部門からの削減対策を重
視しており、貴会における先進的な取組を、JCM等
で提供することを検討して欲しい。

今後、具体的な事例収集や情報提供等について、検
討していきたい。

（取組実績の考察）で、排出事業者と共同した選別
排出があり、取組が進んでいないが、この取組と収
集費用とのリンクした取組をしているところがあるの
か。

具体的な事例については、把握できていない。

自己評価・分析において、見通しが困難とあるが、
自己努力によるもの（たとえば原単位）と自己努力
では対応できないもの（産廃処理量）を分けて対応
していただきたい。また、p.9の④の表で、今後の傾
向を予測したとあるが、この予想は使用できないの
か。

　GHG排出量の大部分を占める焼却処理に伴うGHG
排出量は、産廃種類毎に処分量に排出係数を乗じるこ
とで算定されるため、原単位を目標にすることはできな
い。
　焼却量は3Rの推進により削減することが可能である
が、３Rについては、分別等の実施率や、廃棄物からの
エネルギー製品製造量という形で把握を行っている。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

32

Ⅱ（２）⑩
クレジット
等の活用
実績・予定
と具体的

事例

P.23

33

Ⅱ（３）①
業務部門
における
排出削減

目標

P.24

34

Ⅱ（３）②
エネル

ギー消費
量、CO2排
出量等の

実績

P.24

35

Ⅱ（３）②
エネル

ギー消費
量、CO2排
出量等の

実績

P.25

36
Ⅱ（３）③

（取組実績
の考察）

P.26

37

Ⅱ.(4)②
エネル

ギー消費
量、CO2排
出量等の

実績

P.29

38
Ⅱ.(4)③

（取組の具
体的事例）

P.29

39 Ⅳ（１） P.32

『市場メカニズムに対する関心状況』アンケートにつ
いて、事業者は①目標達成手段としての興味、②
事業としてのプロジェクトへの参加、等、主としてど
ういった目的を意図しているのか、可能であれば傾
向についてご教示頂きたい（また、COP21の結果を
受けてこの興味度合いがどの様に変化する可能性
があるか、知見があれば）。

　「関心がある」とした会員についても、「経験がある」ま
たは「予定がある」とした会員の割合は多くなく、最も割
合が高いカーボン・オフセットでも、4%程度である。
　多くの会員が市場メカニズムに参加するためには、さ
らなる方策を検討する必要がある。

（２） 2014年度の取組実績
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（３） 本社等オフィスにおける取組

業務部門の目標策定に至っていない理由として、
詳細な排出実態の把握が困難であることをあげて
いるが、2007年度以降の排出実績と取組実績が把
握されており、目標策定のための実態把握は進ん
でいるのではないか。業務部門のCO2排出量が133
万トンで、運輸部門（収集運搬）より大きい。業界の
努力が直接反映される部門であり、優先度を引き
上げるべきではないか。

１の回答と同じ

業務部門のCO2排出実績（実態調査回答分）につ
いて、統計の対象となった事業所数を年度毎に記
載いただきたい。

本年度の調査に回答した会員について、過年度の排
出実績を過去の調査回答から推計することにより排出
量の経年推移を推計している。したがって、各年度の
事業所数は本年度と同じである。

業務部門の電力消費量が増加傾向にある理由は
何か。

取組によるエネルギー消費量、CO2排出量の削減
の評価もしていただきたい。

　中小零細を含めた多数の会員企業に対する実態調
査であるため、削減量の定量的な把握は困難である。

バイオマス燃料の利用は、減少傾向にある／（調査
誤差のため）ほぼ横ばいのいずれか。また、導入促
進の課題は何か。（ディーゼルハイブリッド車が優
先的に導入されているためか）。

　利用状況が減少傾向にあるか横ばいかの判断は難
しい。
　バイオディーゼル燃料の使用量は必ずしも減少傾向
ではないが、連合会としては具体的に把握していな
い。

Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

　2011年の東日本大震災に伴う電力危機のため減少
した電力使用量が元の水準に戻ることによる増加傾向
と考えられる。

実施率が着実に増加しているとされる「太陽光発
電・風力発電設備」は、業務分野ということを勘案す
ると小規模なものを指しているのか、それともFIT対
象電源として大規模な設備導入を業務分野にカウ
ントしているということ（意図or実態）か。

　実態調査で把握した太陽光・風力発電設備導入の実
施率については規模による区別はしていない。
　実態調査では、最終処分場またはその跡地への太
陽光発電設備の導入状況を調査しており、これについ
てはほとんどが50kW以上の設備となっている。

（４） 運輸部門における取組

（２） 2014年度の取組実績
（３） 2015年度以降の取組予定

（３） 2015年度以降の取組予定
Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

・海外での取組は、技術協力など積極的に行ってい
る社もあるのではないか。そうであれば、国際貢献
としてもっと積極的にアピールして欲しい。
・海外への技術移転の実績・予定などがあれば記
載いただきたい。

　個別の会員企業で海外での取組を行っているところ
はあるが、連合会としては具体的に把握していない。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

40 Ⅴ（１） P.33

41 Ⅵ（１） P.34

42 Ⅵ（１） P.34

革新的技術について記載いただきたい。

　P8に記載しているような採択事例などに含まれる廃
棄物発電・熱供給、バイオマス燃料製造事業の他、選
別装置の導入などが考えられる。
　しかし、産業廃棄物の処理は、処理プラントや収集運
搬車の導入を行うことなどで対応しているため、主体的
に技術開発を実施する事は、困難な状況がある。
　企業の裾野が広いことなども含め、個別のBATのみ
について特に推進するということはなく、中小零細企業
も含めた在来の技術の普及率向上や地道な設備等の
改善を推し進めたいと考えている。

（２） 技術ロードマップ
（３） 2014年度の取組実績

（２） 情報発信
（３） 家庭部門（環境家計簿等）、その他の取組
（４） 検証の実施状況
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（４） 2015年度以降の取組予定
Ⅵ．その他の取組
（１）低炭素社会実行計画（2030年目標）

2030年目標について記載いただきたい。未定の場
合は策定のスケジュールを記載いただきたい。

　2030年度の目標については、国等からの十分な支援
の下、2020年度における目標と同程度以上とするもの
とし、具体的な目標値については、低炭素化に向けた
取組の現状と見通しを踏まえ、今後検討することとして
いる。

『２０３０年度の目標については、国等からの十分な
支援の下、２０２０年度における目標と同程度以上
とするものとし…』とあるが、具体的にはどういった
支援を期待しているか。

　現在、具体的な内容について、検討中である。

Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

1 Ⅱ．（３）①

2

3

4 Ⅵ-(3)
ｐ-37
ｐ-36
ｐ-39

5

Ⅰ．（２）
業界全体
に占める
カバー率

P.3

6

Ⅰ．（４）①
2020年度
に向けた
カバー率
向上の見

通し

P.４

7

Ⅰ．（４）①
2020年度
に向けた
カバー率
向上の見

通し

P.4

8

Ⅰ．（４）②
2014年以
降の具体
的な取組

P.4

9
Ⅱ．（１）①

目標
P.5

取組の参加事業所に参加店 ステッカーを配布する
など、独自の取組を行っている点は評価できる。ぜ
ひ、配布店舗数の増加についても副次的な目標と
して設定していただくなど、積極的な行動をお願い
したい。

同ステッカーは参加メリットのひとつになればと開始し
たものです。反響を鑑みながら、検討いたします。

Ⅱ．国内の企業活動における2020年の削減目標
（１） 削減目標

カバー率向上の課題は、①基準年・2005年から10
年分、②管理部門の人員、としている。①について
は、原則としつつ新たに参加する新聞社が把握でき
る直近年からの推計値を認めるなどの柔軟な対応
が必要ではないか（併記参考値扱いする）、②協会
本部のサポートにより解決できないか。
東京都の制度でも同様なケースがあり、東京法人
連合会が中小企業会員の地球温暖化報告書作成
をサポートし、温暖化対策の推進に成果を上げてい
る。

CO2排出量は電気使用量から算出しております。電気
使用量については営業時間内と時間外で区別できて
いません。ですので、CO2排出量は、厳密に言えば、
営業時間外の電気使用によるものも含まれています。

（４） カバー率向上の取組

・参加企業の向上に更なる努力をお願いしたい。
・カバー率が極めて低いため、この向上に努めてほ
しい。

努力いたします。

カバー率を向上させるためには、会員のメリットが
必要であると思う。震災後、電気料金は約40%も上
昇しており、会員においても光熱費の削減、省エネ
は大きな課題であると推察する。クールネット東京
や省エネセンターの支援策を活用し、貴会主催で省
エネ研修会を実施するなど、会員のサポートを充実
させることで、参加者の拡大につなげることができ
ると考える。

検討いたします。

（１） 主な事業
（２） 業界全体に占めるカバー率

参加企業売上規模と、市場規模に占める割合を示
していただけないか。個社からの情報収集が難しい
点は理解するが、前向きに検討していただきたい。

検討いたします。

（３） 計画参加企業・事業所

平成２７年度評価・検証WG　事前質問・回答一覧（全国ペット協会）

NO. 指 摘 回 答
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業
種
横
断
事
項

本社等オフィス（業務部門）における取組について、
目標策定に至っていない。環境対策の推進をつか
さどる管理部門の対策を充実させるべき。

ペット小売業における多くの事業所は、店舗兼事務所
の零細規模であるため、オフィス（業務部門）における
取り組みについては策定しておりません。

約束草案で2030年目標が示されているが、これに
向けて各業界の具体的な動きをお聞かせいただき
たい。

零細な事業所がほとんどであるため、取り組める対策
に限りがあると考えております。前計画である自主行
動計画の遂行時に、実施いただいた取り組みを引き続
き、続けていきたいと考えています。

パリ協定では、5年毎に目標の見直し（前の期よりも
進展させた目標を掲げたこと）が示されたが、これ
に関してどのように取り組もうとされているのか。

定期的な見直しは必要と考えておりますが、さらに目
標を進展させることは困難と感じています。ごく零細な
規模の事業所がほとんどであり、可能な対策はできる
かぎり講じているのが現状だからです。

家庭部門の取組が記述されていないが、我が国の
削減目標を達成するためには、家庭部門でのＣＯ2
削減の取組も重要であり、従業員家庭に向け環境
家計簿を始め削減行動についての周知などに積極
的に取り組んでいただきたい。

検討いたします。

全
国
ペ

ッ
ト
協
会

Ⅰ．業界の概要
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

10

Ⅱ．（１）③
目標指標
選択、目
標水準設
定の理由
とその妥
当性＜具
体的説明

＞

P.8

11

Ⅱ．（１）③
目標指標
選択、目
標水準設
定の理由
とその妥
当性＜具
体的説明

＞

P.8

12

Ⅱ．（１）③
目標指標
選択、目
標水準設
定の理由
とその妥
当性＜具
体的説明

＞

P.8

13

Ⅱ．（１）③
目標指標
選択、目
標水準設
定の理由
とその妥
当性＜具
体的説明

＞

P.8

14

Ⅱ．（１）③
目標指標
選択、目
標水準設
定の理由
とその妥

当性

P.12

15
Ⅱ（２）①
実績の総

括表
P.13

・営業時間は年間です。ただし、年度の途中から参加
した事業所などは、参加日からの積算になります。
・単位については、次年度からは、より変化の見えやす
い適切な単位設定にさせていただきます。
・生活活動量は万㎡×万hで計算しており、（万㎡・万
h）と表記しております。

貴会の会員は中小規模事業所であり、多くの事業
所では省エネに関する知識、ノウハウが不足してい
るものと考える。東京都では、中小規模事業所及び
家庭部門のサポートの拠点として、東京都地球温
暖化防止活動推進センター（通称「クールネット東
京」）を設立した。クールネット東京では、省エネ診
断や研修会などの様々な支援事業を行っており、
活用を勧める。

検討いたします。
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零細事業所が多く、数値的な把握が困難なことは
承知しているが、温暖化問題は生態系に対する影
響が大きいということを事業主が理解することが大
切といえるので、その意味でも積極的な取組を期待
したい。事業者においても積極的に取り組もうとして
いるところがあると思われるが、そうした点が今回
の調査票からは残念ながら表れていない。具体的
に、貴会から各小売店に対してどのような働きか
け、情報提供をされているのか。単に規模が小さい
というだけでは、理由にならない。

当会からは、全会員に配布している会報を使用し、お
知らせを行っております。年4回発行しておりますが、
2015年については、毎号、掲載させていただきました。
社会的な意義だけでなく、節電による経費削減効果や
顧客へのPRなど、様々な切り口でお知らせすることに
より、取組企業の増加を狙いました。

当業界における参加企業が零細であること、主たる
エネルギー消費が照明・空調が主であること、なら
びに基準年を２０１２年度としており、節電対応が相
当規模進んでいる状況を発射台にしている点を理
解。その上で、①照明機器のLED化など、高効率照
明への置き換え余地も殆どないという理解でよい
か、②空調機器の高効率化も相当規模進展したと
理解して良いか、③空調機器の耐用年数と技術進
展を考慮すれば、２０３０年に向けてより効率の良
い空調機器への置き換え機会があると考えられる
が、そうした点は目標設定に考慮されているか（置
き換えが難しいと判断されている場合は、その理由
をご説明頂きたい）。

前計画での、各事業所における取組状況などを鑑みる
と、①②などに取り組みいただける事業所に限りがあ
ります。参加企業の事業規模は、①②の取り組みも経
費負担が大きいと感じられるほど零細な場合が多いと
ご理解ください。③については目標設定に考慮しており
ません。

2012年度における業界の最大限の取組が、将来も
最大限の取組であるという根拠は何か。明確に示し
て欲しい。

委員会で、何度かお伝えさせていただいております
が、多くの事業所では、経費負担の少ない取り組みが
メインになっております。そうした取り組みとなると、必
然的に選択肢も限られてくると考えており、2012年度に
おける取り組みが最大限の努力と捉えております。同
計画の協力店で実施いただいている取り組み以外に、
対策案などがございましたら、ご教示いただけましたら
幸甚です

貴会のように小規模事業者ないしテナント事業者の
多い業界団体においては、設備導入による省エネ
ルギー対策には限りがあるものと思われる。このた
め、自社で実施可能な運用関連、その他の対策に
ついて、特に費用対効果の高い対策について会員
企業が実施しているベストプラクティスを吸い上げ、
業界内で周知を図るといった取組を実施していただ
けないか。

検討いたします。なお、現時点でも、様々な取り組みを
列挙し、お伝えするという活動はおこなっております

（２） 実績概要

電力消費量やＣＯ２原単位の数値が粗いため、変
化を読みにくい。適切な単位を選択するべき。他の
箇所では、単位が示されていない数値が多く、分か
りづらい。
また、生産活動量の単位が分かりづらい。単位の
（万m2・万h）は（億m2・h）と（万m2・h）のいずれを意
味するのか。最大235事業所（店舗）とし、常識的な
店舗規模と年間営業時間を想定して生産活動量を
概算すると、前者でも後者でも、桁が違うように思
われる。営業時間は年間ではないということか。
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調査票
項目番号

調査票
頁番号

NO. 指 摘 回 答

16

Ⅱ（２）④
エネル

ギー消費
量、エネル
ギー原単

位

P.17、19

17

Ⅱ（２）⑥
実施した
対策、投
資額と削
減効果の

考察

P.22

18

Ⅱ（２）⑥
【2015年度
以降の取
組予定】

P.23
別紙6

19

Ⅱ（２）⑥
実施した
対策、投
資額と削
減効果の

考察

P.24

20 Ⅲ P.31

（３） 家庭部門（環境家計簿等）、その他の取組
（４） 検証の実施状況

（２） 2014年度の取組実績

（２） 情報発信

Ⅳ．海外での削減貢献
（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠
（２） 2014年度の取組実績
（３） 2015年度以降の取組予定
Ⅴ．革新的技術の開発・導入
（１） 革新的技術の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠
（２） 技術ロードマップ
（３） 2014年度の取組実績
（４） 2015年度以降の取組予定
Ⅵ．その他の取組
（１）低炭素社会実行計画（2030年目標）

（３） 2015年度以降の取組予定
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継続的に参加されている企業、店舗を対象とした場
合、取組はどのように推移しているのでしょうか。

継続的に参加している企業については、同じ取り組み
を続けていただいております。

取組について、導入量についても記載していただき
たい。
また、こうした取組の実施は、２０１２年度における
取組が最大という説明と矛盾するのではないか？

2012年度までに協力いただいた事業所以外に、あらた
に参加する事業所もございます。あらたに参加いただ
いた事業所には、これまでの取り組みを参考にしてい
ただいているため、同様の取り組みを記載させていた
だいております

削減効果については実測せずとも、既存資料を引
用する等の方策でもよい。対策あたりの投資額など
も、実績でなくても容量別におおよその単価などが
把握できるため、推計の検討をしていただきたい。
テナントビルで導入できる削減効果については、東
京都が「テナントビルの省エネルギー対策 」などを
公表しており、活用できるのではないか。

検討いたします。

（３） 本社等オフィスにおける取組
（４） 運輸部門における取組
Ⅲ．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
（１） 低炭素製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

他部門への貢献と言えないかもしれないが、市民
向けの普及啓発を是非行っていただきたい。ペット
ショップに来られる市民への普及啓発は効果があ
ると考える。
また、その効果を検証するために、来店者に対する
アンケート調査を行うのも、ＣＳＲ活動として効果が
あると考える。

検討いたします。

エネルギー消費量や原単位の単位も明記していた
だきたい。

承知しました
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